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第１節 計画策定の趣旨 

  

従来の大量生産・大量消費型の経済社会活動は、大量廃棄型の社会を形成し、ごみ問題

だけでなく天然資源の枯渇への懸念や、温室効果ガスの排出による地球温暖化問題等にも

密接に関係しており、このような社会構造を見直し、天然資源の消費が抑制され、環境へ

の負荷ができる限り低減される持続可能な社会、いわゆる「循環型社会」の構築を目指す

ことを求められている。 

国は、「循環型社会形成推進基本法」をはじめ「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以

下「廃棄物処理法」という。）、「資源の有効な利用の促進に関する法律」（以下「資源有効

利用促進法」という。）及び個別のリサイクル法を改正・制定するとともに、「廃棄物の減

量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方

針」（以下「廃棄物処理基本方針」という。）や「循環型社会形成推進基本計画」を策定（平

成 30 年 6月には第四次基本計画を策定）し、それぞれ国の基本方針等を示した。 

奈良県においても、平成 30 年 3月に「奈良県廃棄物処理計画（第 4 次計画）」を策定し、

「未来に生きる『ごみゼロ奈良県』の実現」を基本目標に、日々の暮らしの中で資源やエ

ネルギーを大切にする「環境に配慮したライフスタイル」の促進、地域特性に適した３Ｒ

（リデュース、リユース、リサイクル）等を促進することにより、さらなる「ごみの減量

化」に向けた積極的な実践活動の普及・拡大を図り、循環型社会の構築に向けて取り組ん

でいくとしている。 
 

大和郡山市（以下「本市」という。）では、平成 27 年 12 月に「一般廃棄物処理基本計画」

（以下「前回基本計画」という。）を改定し、ごみの排出抑制・再資源化に取り組むととも

に、ごみの適正な処理・処分を行ってきた。 

本市の清掃センター（昭和 60 年 11 月竣工）は、長期の稼働により老朽化が進んでいた

施設の延命化を図るとともに、二酸化炭素排出抑制事業として、ごみ焼却施設の基幹的設

備改良工事を平成 30 年 3 月に竣工し、平成 30 年 4 月から施設の運転・運営管理について

長期包括責任委託を導入することで、長期的視点での計画的な運営管理と財政負担の縮減

を図ってきた。 

一方、本市の生活排水処理は、流域関連公共下水道の整備が進められているが、一部の

生活雑排水は未処理のまま公共用水域に排出されている。また、し尿及び浄化槽汚泥の処

理は、本市の衛生センター（平成 5 年 3 月竣工）で適正処理しているが、下水道の普及に

伴い搬入量は処理能力の半分以下となっている。 

このような状況において、前回基本計画策定から 5 年が経過し、本市の一般廃棄物（ご

み・生活排水）の適正処理と循環型社会の形成に向けたシステムづくりを推進するために、

長期的視点に立った基本方針となる「一般廃棄物処理基本計画」（以下「本計画」という。）

を策定（見直し）するものである。 
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第２節 計画の位置付け 

 

本計画の位置付けは、図 1-2-1 に示すとおりである。 

本計画は、「廃棄物処理法」第 6 条第 1 項の規定に基づき策定するものであり、本市の上

位計画である「総合計画」や「環境基本計画」に定められている一般廃棄物の処理に関す

る基本的な事項を具体化させるための施策を示すとともに、本市における一般廃棄物処理

の最上位計画とし、本計画に基づき施設整備等に係る「循環型社会形成推進地域計画」等

を策定する。 

また、計画の策定にあたっては、国や奈良県が定める基本方針等に配慮するとともに、

本市の一般廃棄物処理に係る各種計画等との整合を図るものとする。 

 

＜関連計画＞
分別収集計画
下水道計画等

資源有効利用促進法

容器包装リサイクル法

家電リサイクル法
食品リサイクル法

建設リサイクル法

自動車リサイクル法
グリーン購入法

大和郡山市 一般廃棄物処理基本計画

「循環型社会形成推進地域計画」

施設計画

奈良県廃棄物処理計画

ごみ処理基本計画 生活排水処理基本計画

環境基本法
（環境基本計画）

循環型社会形成推進基本法
（循環型社会形成推進基本計画）

廃棄物処理法
（廃棄物処理基本方針）

（廃棄物処理施設整備計画）

大和郡山市
第４次総合計画
環境基本計画

奈良県

汚水処理総合基本構想
流域下水道計画等

大和郡山市クリーンセンター長寿命化計画

 

図 1-2-1 計画の位置付け 
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第３節 計画の範囲及び目標年度 

 

１ 計画の範囲  

計画対象区域は、本市の行政区域全域とし、本市で発生する一般廃棄物（ごみ及び生活

排水）を計画の対象とする。 

 

 

２ 計画目標年度  

本計画では、令和 2 年度を計画策定期間とし令和 3 年度を初年度として、10 年後の令和

12 年度を計画目標年度とする。また、計画期間の中間年度となる令和 7年度を中間目標年

度とする。 

なお、計画の前提となる諸条件に大きな変動があった場合には、必要に応じて見直すも

のとする。 

 

 

 

計画目標年度：令和 12 年度 

（中間目標年度：令和 7年度） 

 

 

 

 

 


